
埼⽟県⾃治体と中⼩企業のSDGs取り組み実態調査

1. 事業の背景・⽬的
2015年に国連で、国際社会全体が2030年までに取り

組む「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」が示されました。

現代を生きる私たちはさまざまな環境問題や社会問題に
直面している。持続可能な社会づくりは、将来の私たち

の生存にも関わり、当事者としてＳＤＧｓ実現に向けた行

動が求められています。
大手企業では本格的にＳＤＧｓの達成のための具体

的な経営戦略の実現段階に進んで、ビジネスチャンスと

しています。一方で、2018年の経済産業省関東経済産
業局の調査によると中小企業のＳＤＧｓの認知度は

15.8％であり、地域社会の中で生きる中小企業の取り組

みがＳＤＧｓの達成にとても大きな影響を及ぼします。地
域社会でのSDGsの認知度向上のためには、自治体が

果たすべき役割も大きいものです。

本年度は、今後の自治体のＳＤＧｓ活動の推進と中小
企業経営におけるＳＤＧｓ活用について、埼玉版ＳＤＧｓ

経営に寄与する提言を行うことを目的に調査・研究事業
を企画し、県協会から採択されました。

2. 実施内容
(1) 研究会に委員会を編成
当研究会を中心とした15名の県協会員で委員会を編

成し、調査・研究事業を開始しました。

(2) ＳＤＧｓの背景、社会動向
ＳＤＧｓが示された背景及びＳＤＧｓの内容を概観した

上で、地方自治体のＳＤＧｓ活動の基礎となる国の取り組

み及び先行する大手企業の取り組みなどを調査しました。
（報告書第2章）

(3) ⾃治体へのアンケート・ヒアリング調査
地方自治体におけるＳＤＧｓへの意識及び取り組み体

制、中小企業のＳＤＧｓへの取り組みに対する認識などを

把握することを目的に、埼玉県(県庁)及び埼玉県のすべ

ての市町村(市役所、町・村役場)を対象にアンケと調査
を実施しました。そのうちの9自治体に対し、ＳＤＧｓの担

当者に対してヒアリングを実施しました。（報告書第3章）

(4) 企業へのアンケート・ヒアリング調査
埼玉県内の15企業に対し、ＳＤＧｓに対する取り組み

に関するヒアリングを実施しました。更に、ヒアリング対象

企業に対し、中小企業のＳＤＧｓへの取り組みに対する
意識を定量的に把握することを目的に、アンケート調査

を実施しました。 （報告書第4章）

(5) 埼⽟版ＳＤＧｓ経営に関する提⾔
埼玉版ＳＤＧｓ経営に関する提言として、ＳＤＧｓ活動の

目的の明確化、自治体ＳＤＧｓの整備及び企業による活
用、中小企業の今後の取り組み及び今後のＳＤＧｓの導

入について提言しました。 （報告書第5章）

3. セミナーの開催
本調査研究事業の成果報告の場として、セミナーを実

施しました。当日は新型コロナウイルス感染症の影響も

あり、インターネット中継での実施となりました。
セミナーにはインターネット経由で40名の参加者があ

り、基調講演、報告書の概要説明及びパネルトークに熱

心に耳を傾けました。

セミナータイトル：中小企業のためのＳＤＧｓセミナー
日時：2020年2月29日（土）
14:00～17:00
場所：新都心ビジネス交流プラザ

※同会場の状況の
インターネット中継を実施

内容：
①基調講演
講師：横田浩一氏
『ＳＤＧｓ/ESGによる企業経営への機会とリスク』

②調査研究事業報告 ： ＳＤＧｓ共創経営研究会
③パネルトーク
パネリスト：長谷川正氏 (株式会社長谷川製作所)

黒須貴子氏 (株式会社よつばメンテナンス)

セミナーの様子

4．まとめ
ＳＤＧｓも聖徳太子の「十七条の憲法」のようにその理

念が全ての人々に組み込まれるまでは、常にＳＤＧｓを念

頭に日々の活動の方向性を定め、ＳＤＧｓの実現を目指
した仕組みづくりに向けて協働して活動する必要があり

ます。ＳＤＧｓ活動を行わないことによるビジネスリスクの

回避のためでなく、人類共通の理念である持続可能な
世界の実現を目指して、自治体との連携や中小企業へ

の支援などを通じ、ともに取り組んでいきたいと考えてい

ます。
本報告書を活用して、埼玉版のＳＤＧｓ経営の推進、

企業の存続、発展のお役に立てることができれば幸いで

す。

²調査・研究事業︓ＳＤＧｓ共創経営研究会


